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(単位：千円)

資産の部
Ⅰ　固定資産
１ 　有形固定資産

 　 土地 22,638,848
 減損損失累計額 △ 2,359 22,636,488

   　建物 20,514,923
 減価償却累計額 △ 3,556,316 16,958,606

  　構築物 1,325,628
 減価償却累計額 △ 384,070 941,557

  　機 械 装 置 29,143
 減価償却累計額 △ 15,355 13,788

  　工具 器具 備品 2,293,801
 減価償却累計額 △ 1,542,848 750,952

  　図書 4,464,809
 　 美術品 ・ 収蔵品 80,360

    　船舶 4,994
 減価償却累計額 △ 780 4,214

 　 車両 運搬具 28,951
 減価償却累計額 △ 22,885 6,065
建設仮勘定 35,290

  　 　有形固定資産合計 45,892,133
２　 無形固定資産

　　特許権仮勘定 5,412
  　電話加入権 1,666
 　 ソフトウエア 25,062
 　  　無形固定資産合計 32,141

3    投資その他の資産
 長期貸付金 1,500
　 投資その他の資産計 1,500

      　固定資産合計 45,925,774
Ⅱ　流動資産

 　 現金及び預金 5,176,155
  　未収学生納付金収入 24,957
  　その他の未収入金 26,712
　　有価証券 99,505
  　たな卸資産 1,222
  　前払費用 2,965
  　立替金 4,475
　　 　流 動 資 産 合 計 5,335,993

 資産合計 51,261,768

負債の部
Ⅰ  固定負債
         資産見返負債

        資産見返運営費交付金等 611,280
        資産見返補助金等 14,851
      　資産見返寄附金 406,519
     　 資産見返物品受贈額 4,338,363
         建設仮勘定見返運営費交付金 22,879
         建設仮勘定見返寄附金 12,411
         特許権仮勘定見返運営費交付金 5,412 5,411,718
    　  固定負債合計 5,411,718

Ⅱ  流動負債
 　  　　運営費交付金債務 685,847
　  　　預り補助金等 6
　  　　寄附金債務 504,839
　  　　前受受託研究費等 28,962
　  　　預り科学研究費補助金等 25,176
 　 　　預り金 118,219
　  　　未払金 3,270,297
 　 　　前受収益 4
 　 　　未払消費税等 831
 　 　　賞与引当金 15,601
 　   　流動負債合計 4,649,787

    負債合計 10,061,506

純資産の部
Ⅰ　資本金
 　 　　政府出資金 38,843,454
   　資本金合計 38,843,454

Ⅱ　資本剰余金
　  　　資本剰余金 5,521,512
　  　　損益外減価償却累計額（－） △ 4,570,996
　　　　損益外減損損失累計額（－） △ 2,359
 　   　資本剰余金 合 計 948,155

Ⅲ　利益剰余金
　　　　教育研究の質の向上・組織運営改善積立金 605,447
　　　　積立金 401,416
        当期未処分利益 401,788
        （うち当期総利益 401,788千円）
      利益剰余金 合 計 1,408,651

  純資産合計 41,200,262
     負債純資産合計 51,261,768

貸  借  対  照  表
国立大学法人茨城大学

（ 平 成 ２０年 ３ 月３ １ 日 ）

－１－



(単位：千円)

経常費用
業務費

教育経費 1,372,373
研究経費 709,084
教育研究支援経費 265,813
受託研究費等 413,831
受託事業費等 70,898
役員人件費 83,828
教員人件費

常勤教員給与 6,939,424
非常勤教員給与 273,074 7,212,499

職員人件費
常勤職員給与 2,421,381
非常勤職員給与 397,358 2,818,740 12,947,071

一般管理費 696,891 696,891
雑　　　損

雑　　　損 259 259

経常費用合計 13,644,222

経常収益
運営費交付金収益 7,285,340
授業料収益 4,428,088
入学金収益 623,404
検定料収益 162,724
受託研究等収益

受託研究等収益（国及び地方公共団体） 151,977
受託研究等収益（他の主体） 262,843 414,821

受託事業等収益
受託事業等収益（国及び地方公共団体） 1,611
受託事業等収益（他の主体） 69,319 70,931

寄附金収益 214,891
施設費収益 225,204
補助金等収益 34,165
財務収益

受取利息 3,509
為替差益 11 3,521

雑　　　益
財産貸付料収入 59,231
入場料収入 17,185
講習料収入 1,936
版権料・特許料収入 210
手数料収入 456
物品等売払収入 16,679
研究関連収入 75,108
その他の雑益 24,887 195,695

資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金等戻入 89,081
資産見返寄附金戻入 78,336
資産見返物品受贈額戻入 60,437
資産見返補助金等戻入 2,398 230,253

経常収益合計 13,889,042

経常利益 244,820

当期純利益 244,820

目的積立金取崩額 156,968

当期総利益 401,788

損 益 計 算 書
（ 平 成 １９年 ４ 月 １ 日 ～　平 成 ２０年 ３ 月３ １ 日 ）

国立大学法人茨城大学

－２－



(単位：千円）
Ⅰ　業務活動によるキャッシュ･フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 1,991,558
人件費支出 △ 10,260,964
その他の業務支出 △ 651,109
運営費交付金収入 7,449,222
授業料収入 4,166,147
入学金収入 615,085
検定料収入 162,724
受託研究等収入 396,947
受託事業等収入 71,548
寄附金収入 174,149
財産貸付料収入 76,198
補助金収入 43,912
その他の業務収入 119,355
預り金の増加 51,444

小　計 423,101
　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 423,101

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 99,460
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 1,477,295
施設費による収入 2,328,213

小　計 751,457
利息及び配当金の受取額 3,477

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 754,935

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー ―

Ⅳ　資金に係る換算差額 ―

Ⅴ　資金増加額（又は減少額） 1,178,036

Ⅵ　資金期首残高 3,998,119

Ⅶ　資金期末残高 5,176,155

キャッシュ・フロー計算書
（平成１９年４月１日　～　平成２０年３月３１日）

－３－



(単位：千円）

Ⅰ　当期未処分利益 401,788
当期総利益 401,788

Ⅱ　利益処分額

国立大学法人法第３５条において準用する
独立行政法人通則法第４４条第３項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額

教育研究の質の向上・組織運営改善積立金 401,788 401,788

利益の処分に関する書類　（案）
(平成　　年　　月　　日）

－４－



         （単位：千円）
Ⅰ　業務費用
　　　（１）　損益計算書上の費用

業務費 12,947,071
一般管理費 696,891
雑損 259 13,644,222

　　　（２）　（控除）自己収入等
授業料収益 △ 4,428,088
入学料収益 △ 623,404
検定料収益 △ 162,724
受託研究等収益 △ 414,821
受託事業等収益 △ 70,931
寄附金収益 △ 214,891
財務収益 △ 3,521
雑益 △ 120,586
資産見返寄附金戻入 △ 78,336 △ 6,117,305

業務費用合計 7,526,916

Ⅱ　損益外減価償却相当額
損益外減価償却相当額 1,057,602
損益外固定資産除却相当額 281,732 1,339,334

Ⅲ　損益外減損損失相当額
損益外減損損失相当額 ― ―

Ⅳ　引当外賞与増加見積額 △ 33,694

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 △ 679,625

Ⅵ　機会費用
国又は地方公共団体の無償又は減額された 39,655
使用料による貸借取引の機会費用
政府出資の機会費用 500,047 539,702

Ⅶ　（控除）国庫納付額 ―

Ⅷ　国立大学法人等業務実施コスト 8,692,633

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成１９年４月１日　～　平成２０年３月３１日）

－５－
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（重要な会計方針） 

１． 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

下記を除き、期間進行基準を採用している。 

退職一時金に充当される運営費交付金    ・・・  費用進行基準 

文部科学省が指定する特別教育研究経費   ・・・  文部科学省が指定する業務達成基準又は費用進行基準

特殊要因経費に充当される運営費交付金   ・・・  費用進行基準 

２． 減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

   定額法を採用している。 

   耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としているが、主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

     建物         ７～５０年 

     附属建物       ３～１８年 

     構築物        ３～１５年 

     機械装置       ２～１５年 

     工具、器具及び備品  ２～２０年 

     車両運搬具      ２～２０年 

   なお、受託研究収入によって購入した固定資産は、研究期間を耐用年数としている。 

   また、特定の償却資産（国立大学法人基準第 83）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として 

  資本剰余金から控除して表示している。 

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用している。 

   なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいている。 

 

３． 賞与引当金及び見積額の計上基準 

 賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置がされない職員への賞与の支払いに備えるため、当該職

員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上している。 

 なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外賞与見積

額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上している。 

 

４． 退職給付に係る見積額の計上基準 

 退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上していない。

 なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第 35 に基づき計算さ

れた退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。 

 

５． 有価証券の評価基準及び評価方法 

 満期保有目的債券 

  償却原価法 （定額法）を採用している。 
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６． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     評価基準は、低価法を採用している。 

     評価方法は、移動平均法を採用している。 

 

７． 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益としている。 

 

８． 国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 (1) 国等の財産の無償使用又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法 

   近隣の地代や物件の貸借料を参考に計算している。 

(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付政府保証債の平成 20 年 3月末利回りを参考に 1.275%で計算している。 

 

９． リース取引の会計処理 

   リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

 

１０． 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。 

 

１１． 財務諸表及び附属明細書の表示単位 

財務諸表及び附属明細書は、千円未満切捨てにより作成している。 

 

（重要な債務負担行為）  

   該当なし 

 

（重要な後発事象） 

   該当なし 

 

（重要な会計方針の変更） 

当事業年度より、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（「「国立大学法人会計基準」及び

「国立大学法人会計基準注解」の改訂について」（国立大学法人会計基準等検討会議 平成 19 年 12 月 12 日））及

び「「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 平成 20 年 2 月 13 日最

終改訂）を適用している。 

 国立大学法人会計基準の改訂にともなう重要な会計方針の変更と当該変更による財務諸表への影響は次のとお

りである。 

 

 １ 引当外賞与増加見積額 

   当事業年度から財源措置が運営費交付金により行われるため引当金を計上していない賞与増加見積額を国立大
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学法人等業務実施コスト計算書に「引当外賞与増加見積額」として計上している。これにより、前事業年度までの

方法に比べて、国立大学法人等業務実施コストが 33,694 千円減少している。 

 

 ２ 資本及び純資産 

   当事業年度の資本については純資産として表示している。これによる損益の影響はない。 

   従来の資本の部の合計に相当する金額は 41,200,262 千円となっている。 

  

（表示方法の変更） 

   前事業年度において減損処理前の帳簿価額から減損額を直接控除して表示していた土地は、改訂後の「固定資産

の減損に係る国立大学法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準注解」（平成 19 年 12 月

改訂）により、減損損失累計額を取得原価から間接控除する形式で表示している。 
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注記事項 

 １ 貸借対照表 

   運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額        8,787,429 千円 

 運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額                  603,931 千円 

 

 ２ キャッシュ・フロー計算書 

  （１） 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 「現金及び預金」    5,176,155 千円 

  （２）  無償譲与による資産の取得                                      178,068 千円 

 

 ３ 国立大学法人等業務実施コスト計算書 

   国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１） 国等の財産の無償使用又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法 

     近隣の地代や物件の貸借料を参考に計算している。 

（２） 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

     10 年利付政府保証債の平成 20 年 3月末利回りを参考に 1.275％で計算している。 

４ 減損の兆候 

（１）  減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

      用途：業務用として使用する電話加入権 

      種類：電話加入権 

      帳簿価額：1,666 千円 

（２）  認められた減損の兆候の概要 

      固定資産の使用状況等から減損の兆候は見られないが、市場価格が帳簿価額の５０％以上下落してお

り、減損会計基準「第３ 減損の兆候」第２項（４）に該当し、減損の兆候が認められた。 

（３）  減損の兆候の有無について、「第３ 減損の兆候」３に基づき、複数の固定資産を一体として、そのサー

ビスを提供するものと認めた理由 

       該当無し 

（４）  使用価値相当額（再調達価額）が帳簿価額を上回っているため、減損の認識は行わなかった。 
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（単位：千円）

当期償却額 損益内 損益外

建物 18,440,353 2,094,919 281,732 20,253,541 3,521,855 849,168 ― ― ― 16,731,685

構築物 1,168,615 102,715 0 1,271,331 374,347 87,875 ― ― ― 896,984

機械装置 29,143 ― ― 29,143 15,355 3,273 ― ― ― 13,788

工具 器具 備品 763,760 41,983 ― 805,743 658,157 117,003 ― ― ― 147,586

船舶 152 ― 0 152 152 ― ― ― ― 0

車両 運搬具 1,245 ― ― 1,245 1,127 281 ― ― ― 117

計 20,403,271 2,239,618 281,732 22,361,157 4,570,996 1,057,602 ― ― ― 17,790,161

建物 160,479 100,902 ― 261,382 34,461 16,826 ― ― ― 226,921

構築物 33,795 20,501 ― 54,296 9,723 3,264 ― ― ― 44,573

工具 器具 備品 1,235,295 252,762 ― 1,488,057 884,690 243,620 ― ― ― 603,366

図書 4,417,022 47,787 ― 4,464,809 ― ― ― ― ― 4,464,809

船舶 2,695 2,146 ― 4,842 628 563 ― ― ― 4,214

車両 運搬具 25,851 1,855 ― 27,706 21,757 4,396 ― ― ― 5,948

計 5,875,139 425,955 ― 6,301,094 951,261 268,673 ― ― ― 5,349,833

土地 22,638,848 ― ― 22,638,848 ― ― 2,359 ― 2,359 22,636,488

美術品 80,360 ― ― 80,360 ― ― ― ― ― 80,360

建設仮勘定 2,630 34,975 2,315 35,290 ― ― ― ― ― 35,290

計 22,721,838 34,975 2,315 22,754,498 ― ― 2,359 ― 2,359 22,752,138

土地 22,638,848 ― ― 22,638,848 ― ― 2,359 ― 2,359 22,636,488

建物 18,600,833 2,195,822 281,732 20,514,923 3,556,316 865,995 ― ― ― 16,958,606

構築物 1,202,410 123,217 0 1,325,628 384,070 91,140 ― ― ― 941,557

機械装置 29,143 ― ― 29,143 15,355 3,273 ― ― ― 13,788

工具 器具 備品 1,999,055 294,745 ― 2,293,801 1,542,848 360,623 ― ― ― 750,952

図書 4,417,022 47,787 ― 4,464,809 ― ― ― ― ― 4,464,809

美術品 80,360 ― ― 80,360 ― ― ― ― ― 80,360

船舶 2,848 2,146 0 4,994 780 563 ― ― ― 4,214

車両 運搬具 27,096 1,855 ― 28,951 22,885 4,678 ― ― ― 6,065

建設仮勘定 2,630 34,975 2,315 35,290 ― ― ― ― ― 35,290

計 49,000,248 2,700,549 284,047 51,416,751 5,522,257 1,326,275 2,359 ― 2,359 45,892,133

特許権仮勘定 2,541 2,871 ― 5,412 ― ― ― ― ― 5,412

電話加入権 1,666 ― ― 1,666 ― ― ― ― ― 1,666

ｿﾌﾄｳｪｱ 44,771 11,209 ― 55,980 30,918 10,488 ― ― ― 25,062

計 48,978 14,081 ― 63,059 30,918 10,488 ― ― ― 32,141

(注）

減価償却累計額 減損損失累計額 差引当期末
残高

(1) 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８３ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

１ 有形固定資産（特定償却資産）　建物　本事業年度に実施した「耐震対策事業」(文京）（中成沢）により、建物2,094,919千円が増加している。

当期減少額資産の種類 期首残高 当期増加額 摘要期末残高

２ 当期償却額には、受託研究費等財源で取得した固定資産の減価償却費が48,908千円含まれている。

有形固定資産
（特定償却資

産）

無形固定資産

有形固定資産
合計

非償却資産

有形固定資産
（特定償却資

産以外）

―１―



(2)　たな卸資産の明細

（単位：千円）

当期購入・製造・振替 その他 払出・振替 その他

貯蔵品 2,156 11,368 ― 12,302 ― 1,222

計 2,156 11,368 ― 12,302 ― 1,222

(3)　無償使用国有財産等の明細

面積 機会費用の金額

（㎡） （千円）

自動車保管場所敷地 日立市鮎川町6－9－21 237.50 － 612 合同宿舎

自動車保管場所敷地 つくば市並木2－8 12.50 － 36 合同宿舎

自動車保管場所敷地 つくば市並木2－10－1 37.50 － 96 合同宿舎

自動車保管場所敷地 つくば市並木4－3－2 12.50 － 36 合同宿舎

自動車保管場所敷地 つくば市並木4-10-1 25.00 － 72 合同宿舎

自動車保管場所敷地 つくば市吾妻1－1－1 12.50 － 36 合同宿舎

小計 337.50 888

職員宿舎 日立市鮎川町6－9－21 1217.71 RC-C 16,320 合同宿舎

職員宿舎 つくば市並木2－8 73.78 RC-D 1,212 合同宿舎

職員宿舎 つくば市並木2－10－1 147.56 RC-C 2,020 合同宿舎

職員宿舎 つくば市並木4－3－2 64.46 RC-C 1,056 合同宿舎

職員宿舎 つくば市並木4-10-1 64.89 RC-C 1,066 合同宿舎

職員宿舎 つくば市吾妻1－1－1 25.68 RC-B 420 合同宿舎

小計 1594.08 22,094

ｼｸﾞﾅﾙﾒﾓﾘｺﾝﾊﾞｰﾀ他 工学部 15,821

小計 15,821

結晶観察部制御ｿﾌﾄ他 工学部 850

小計 850

39,655

(4)　ＰＦＩの明細

     該当がないため、記載を省略する。

(5)　有価証券の明細

(5)－１　流動資産として計上された有価証券 （単位：千円）

種類及び銘柄 取得価格 券面総額
貸借対照表

計上額
当期損益に含ま
れた評価差額

摘要

割引短期国債(1年) 99,460 100,000 99,505 ―

計 99,460 100,000 99,505 ―

貸借対照表
計上額

99,505

(5)－２　投資その他の資産として計上された有価証券

     該当がないため、記載を省略する。

(6)　出資金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(7)　長期貸付金の明細

（単位：千円）

回収額 償却額

ベンチャー支援
事業貸付金

1,500 ― ― ― 1,500

計 1,500 ― ― ― 1,500

合計

期末残高 摘　要

区分 種別 所在地 構造 摘要

種　類 期首残高

当期増加額 当期減少額

ソフトウェア

工具器具備品

建物

土地

満期保有
目的債券

区分 摘要期首残高 当期増加額 期末残高
当期減少額

－２－



(8)　借入金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(9)　国立大学法人等債の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(10) 引当金の明細

(10)－１　引当金の明細

（単位：千円）

目的使用 その他

賞与引当金 ― 15,601 ― ― 15,601

計 ― 15,601 ― ― 15,601

(10)－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(10)－３　退職給付引当金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(11)　保証債務の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(12)　資本金及び資本剰余金の明細

（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

政府出資金 38,843,454 ― ― 38,843,454

計 38,843,454 ― ― 38,843,454

資本剰余金

(32,431)

767,395 2,103,008 ― 2,870,404 固定資産の取得

　補助金等 2,762,818 ― ― 2,762,818
国立大学法人施設
整備資金貸付金の
償還

　寄附金等 9,100 ― ― 9,100 非償却資産の取得

　国からの譲与 72,926 ― ― 72,926 非償却資産の承継

　目的積立金 ― 136,610 ― 136,610 固定資産の取得

　政府出資 △ 48,742 127 281,732 △ 330,346 出資財産の除却

計 3,563,497 2,239,746 281,732 5,521,512

損益外減価償却
累計額

3,602,564 1,057,602 89,169 4,570,996 固定資産の除却

損益外減損損失
累計額

2,359 ― ― 2,359

差引計 △ 41,426 1,182,144 192,562 948,155

（注）　資本剰余金の施設費等当期増加額（　）書きは、国立大学財務・経営センターからの受入相応額である。

期末残高 摘要区分 期首残高 当期増加額

資本剰余金

区分

資本金

　施設費

当期減少額

－３－



(13)　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(13)－１　積立金の明細

（単位：千円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

準用通則法第44条第1項積立金 276,818 124,597 ― 401,416
当期増加額は、平成
18年度利益処分に伴
うもの

準用通則法第44条第3項教育研
究の質の向上・組織運営改善

積立金
480,157 418,867 293,578 605,447

当期増加額は、平成
18年度利益処分に伴
うものであり、当期
減少額は、当該積立
金の使途に沿った資
産の購入及び費用発
生によるものである

計 756,976 543,465 293,578 1,006,863

(13)－２　目的積立金の取崩しの明細

（単位：千円）

摘要

費用の発生

資産の購入

区分 金額

目的積立金取崩額
教育研究・組織運営改善積立

金

計

156,968

156,968

そ     の     他
教育研究・組織運営改善積立

金

計

136,610

136,610

－４－



(14)　業務費及び一般管理費の明細

（単位：千円）

教育経費

　　消耗品費 248,718

　　備品費 111,037

　　印刷製本費 47,265

　　図書費 24,089

　　水道光熱費 192,615

　　旅費交通費 60,429

　　通信運搬費 4,602

　　賃借料 17,279

　　車両燃料費 5,527

　　福利厚生費 8,777

　　保守費 143,041

　　修繕費 61,542

　　損害保険料 724

　　広告宣伝費 15,160

　　行事費 351

　　諸会費 2,755

　　会議費 601

　　報酬・委託・手数料 23,933

　　奨学費 270,602

　　減価償却費 87,073

    租税公課 138

　　貸倒損失 6,584

　　雑費 39,519 1,372,373

研究経費

　　消耗品費 121,459

　　備品費 89,035

　　印刷製本費 45,983

　　図書費 26,779

　　水道光熱費 82,569

　　旅費交通費 72,127

　　通信運搬費 2,752

　　賃借料 8,591

　　車両燃料費 609

　　福利厚生費 338

　　保守費 85,049

　　修繕費 39,020

　　損害保険料 12

　　広告宣伝費 4,203

　　諸会費 7,962

　　会議費 28

　　報酬・委託・手数料 3,479

　　減価償却費 110,124

　　雑費 8,957 709,084

－5－



教育研究支援経費

　　消耗品費 13,225

　　備品費 3,674

　　印刷製本費 877

　　図書費 10,990

　　水道光熱費 24,981

　　旅費交通費 872

　　通信運搬費 24,654

　　賃借料 169,321

　　車両燃料費 1,114

　　保守費 5,719

　　修繕費 3,611

　　広告宣伝費 7

　　諸会費 178

　　報酬・委託・手数料 6

　　減価償却費 3,797

　　雑費 2,781 265,813

受託研究費 413,831

受託事業費 70,898

役員人件費

　　報酬 54,535

　　賞与 19,272

    退職給付費用 3,924

　　法定福利費 6,096 83,828

教員人件費

　常勤教員給与

　　給料 3,997,467

　　賞与 1,573,258

　　退職給付費用 701,883

　　法定福利費 666,815 6,939,424

　非常勤教員給与

　　給料 264,577

　　賞与 1,301

　　退職給付費用 196

　　法定福利費 6,998 273,074 7,212,499

職員人件費

　常勤職員給与

　　給料 1,321,184

　　賞与 430,450

　　退職給付費用 455,656

　　法定福利費 214,090 2,421,381

　非常勤職員給与

　　給料 308,016

　　賞与 32,208

    賞与引当金繰入額 15,601

　　退職給付費用 4,289

　　法定福利費 37,243 397,358 2,818,740

－6－



一般管理費

　　消耗品費 67,156

　　備品費 18,672

　　印刷製本費 14,737

　　図書費 10,213

　　水道光熱費 31,427

　　旅費交通費 20,528

　　通信運搬費 23,094

　　賃借料 12,541

　　車両燃料費 9,828

　　福利厚生費 5,228

　　保守費 185,694

　　修繕費 80,914

　　損害保険料 7,442

　　広告宣伝費 14,357

　　行事費 102

　　諸会費 9,630

　　会議費 142

　　報酬・委託・手数料 35,896

　　租税公課 7,823

　　減価償却費 29,257

　　雑費 112,201 696,891

（注）　常勤・非常勤の定義については、「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与の水準の公表方法等に
ついて（ガイドラン）」（総務大臣策定）による。

－7－



(15)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(15)－１　運営費交付金債務

（単位：千円）

当期振替額

運営費交付金収益
資産見返運営費

交付金
建設仮勘定見返
運営費交付金

特許権仮勘定見
返運営費交付金

小計

平成18年度 729,379 ― 728,759 ― ― ― 728,759 620

平成19年度 ― 7,449,222 6,556,497 182,061 22,564 2,871 6,763,995 685,226

合計 729,379 7,449,222 7,285,257 182,061 22,564 2,871 7,492,754 685,847

(15)－２　運営費交付金収益

（単位：千円）

業務等区分 18年度交付分 19年度交付分 合計

期間進行基準 ― 6,080,399 6,080,399

業務達成基準 ― 17,131 17,131

費用進行基準 728,759 458,966 1,187,725

合計 728,759 6,556,497 7,285,257

（注）　平成18年度に交付された運営費交付金債務の建設仮勘定見返運営費交付金振替分のうち83千円が損益計算書に計上されている。

(16)  運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

(16)－１　施設費の明細

（単位：千円）

建設仮勘定
見返施設費等

資本剰余金 その他

耐震対策事業
（文京）

1,703,002 ― 1,533,134 169,867

耐震対策事業
（中成沢）

586,211 ― 537,442 48,768

営繕事業 39,000 ― 32,431 6,568

計 2,328,213 ― 2,103,008 225,204

(16)－２　補助金等の明細

（単位：千円）

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返補助金等 資本剰余金
長期預り補助金

等
収益計上

大学改革推進等
補助金

18,362 ― 9,740 ― ― 8,615

研究拠点形成費
等補助金

25,550 ― ― ― ― 25,550

合計 43,912 ― 9,740 ― ― 34,165

期末残高交付年度 期首残高
交付金当期交付

額

摘要

摘要

当期振替額

区分 当期交付額

左の会計処理内訳

区分 当期交付額

－8－



（17）役員及び教職員の給与の明細

（単位：千円／人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

( 67,412) (5) (3,924) (1)

67,412 5 3,924 1

(　　　　－　　   ) (－) (　　　　－　　   ) (－)

6,396 2 － －

(67,412) (5) (3,924) (1)

73,808 7 3,924 1

(7,246,051) (889) (1,156,067) (46)

7,322,361 899 1,157,539 49

(　　　　－　　   ) (－) (　　　　－　　   ) (－)

574,724 1,116 4,289 31

(7,246,051) (889) (1,156,067) (46)

7,897,086 2,015 1,161,829 80

(7,313,464) (894) (1,159,991) (47)

7,389,773 904 1,161,463 50

(　　　　－　　   ) (－) (　　　　－　　   ) (－)

581,120 1,118 4,289 31

(7,313,464) (894) (1,159,991) (47)

計 7,970,894 2,022 1,165,753 81

（注）　1.　役員に対する報酬等の支給の基準の概要

　　       　役員に対する給与及び退職手当の支給基準は、国立大学法人茨城大学役員給与規程及び役員退職金規程による。

　　　  2.　教職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要

　　　　　  教職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、国立大学法人茨城大学教職員賃金規程及び教職員退職金規程

　　　　　　による。

　　　　3.　支給人員数は、年間平均支給人員数による。

　　　　4.　法定福利費は、上記に含めていない。

　　　　5.　常勤・非常勤の定義等は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与の水準の公表方法等について（ガイド

　　　　　　ライン）」（総務大臣策定）に準じている。

　　　　6.　支給額の（）書きの内数は、承継職員等に係る支給額である。

         7.　非常勤職員数（有期雇用職員、パートタイム職員、非常勤講師、非常勤研究員、TA、RA、留学生SA及びアルバイトの人

　　　　　　数）（大学運営資金による採用者のみ）

         8.　非常勤の年間平均人員の算出方法

　　　　　　年間平均支給人員＝雇用期間×雇用期間ごとの人数÷１２ヶ月

　　　　9.　承継職員以外の者は、非常勤職員、大学教育研究センター任期付教員及び外国人教師である。

　　　       任期付き教員（７名）給与支給総額　46,666千円 外国人教師給与支給額　29,642千円

退職給付

合計

区分

役員

教職員

常勤

常勤

常勤

非常勤

計

非常勤

計

非常勤

報酬又は給与

－9－



(18) 開示すべきセグメント情報

     セグメント区分をしていないため、記載を省略する。

(19）寄附金の明細

区分 当期受入 件数

（千円） （件） 当期受入額及び件数には、現物の寄附が含まれている。

352,218 495
現金にかかる寄附 174,149千円　165件

(20)受託研究の明細

(単位：千円)

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

(21)共同研究の明細

(単位：千円)

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

(22)受託事業等の明細

(単位：千円)

区分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

摘要

合計

691合計 9,576 270,459 279,344

現物の寄附       178,068千円  330件

―農学部 ― 69,085 69,085

28,270合計 43,177 120,569 135,476

―

その他 ―

合計 ― 70,931 70,931

1,845 1,845 ―

－10－



(23)科学研究費補助金の明細

(単位:千円）

当期受入額 件数 摘要

(3,000)

―

(14,940)

4,290

(122,253)

39,018

(97,800)

29,370

(8,100)

2,430

(29,600)

―

(1,370)

―

(1,350)

―

(48,280)

―

(4,618)

―

(14,900)

―

(7,000)

―

(353,211)
75,108

1

奨励研究 2

種目

基盤研究（Ａ）

基盤研究（Ｂ）

基盤研究（Ｃ）

基盤研究（Ｓ）

9

38

萌芽研究

若手研究（Ａ）

若手研究（Ｂ）

特定領域研究

特別研究員奨励費

若手研究(ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ)

6

11

81

1

29

13

1

(注）間接経費相当額は下段、直接経費相当額については、外数で（　）内に記載している。

194合計

厚生労働省科学研究費
補助金

2

－１１－



(24)主な資産、負債、費用及び収益の明細

①現金及び預金

(単位：千円)

区分 金額 摘要

現金 433

当座預金 3,000

普通預金 4,572,721

定期預金 600,000

合計 5,176,155

②資産見返物品受贈額

(単位：千円)

区分 金額 摘要

工具器具備品 64,647

図書 4,264,909

車両運搬具 4,196

ソフトウェア 4,609

合計 4,338,363

－１２－



平成１９事業年度

決 算 報 告 書

自：平成１９年４月 １日

至：平成２０年３月３１日

国立大学法人茨城大学



（様式２）

平成１９年度 決算報告書

国立大学法人茨城大学

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額 差 額 備 考
（決算－予算）

収入

運営費交付金 ７，４４９ ７，４４９ ０

施設整備費補助金 ２，２８９ ２，２８９ ０

補助金等収入 ６ ４３ ３７ （注１）

国立大学財務・経営センター施設費交付金 ３９ ３９ ０

自己収入 ５，０７８ ５，１４５ ６６ （注２）

授業料、入学料及び検定料収入 ４，９６６ ４，９４５

雑収入 １１２ １９９

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ３８７ ６３６ ２４９ （注３）

目的積立金取崩 ２６５ ２９３ ２８

計 １５，５１３ １５，８９６ ３８２

支出

業務費 ９，５２０ ９，０１９ △５００ （注４）

教育研究経費 ９，５２０ ９，０１９

一般管理費 ３，２７２ ３，４９６ ２２４ （注５）

施設整備費 ２，３２８ ２，３２８ ０

補助金等 ６ ４３ ３７ （注６）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ３８７ ７４３ ３５６ （注７）

計 １５，５１３ １５，６３２ １１８

収入－支出 ０ ２６４

○予算と決算の差異について

（注１）予算段階では予定していなかった国（各組織）からの補助金の獲得に努めたため、予算額に

比して決算金額が３千７百万円多額となっている。

（注２）自己収入については、科学研究費補助金間接経費の受入増により、予算額に比して決算金額

が６千６百万円多額となっている。

（注３）予算段階では予定していなかった国（各組織、特殊法人及び民間）からの受託研究等の獲得

に努めたため、予算金額に比して決算金額が２億４千９百万円多額となっている。

（注４）業務費については、経費の節減等に努めたため、予算金額に比して決算金額が５億円少額と

なっている。

（注５）一般管理費については建物改修４事業（施設費）等による支出増により、予算額に比して決

算金額が２億２千 4 百万円多額となっている。

（注６）（注１）に示した理由により、予算金額に比して決算金額が３千７百万円多額となっている。

（注７）（注３）に示した理由等及び、前年度以前における受託研究等収入の繰越額１千６百万円及び

寄附金収入の繰越額９千万円の執行により、予算額に比して決算金額が３億５千６百万円多

額となっている。
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